
令和6年度入札参加資格停止措置状況

業　者　名 所　在　地 入札参加資格停止の期間 入札参加資格停止理由 対　　　応

（株）押田建築設計事務
所

富山県富山市丸の内３丁目４
番１６号

令和６年４月１１日　から
令和７年１月１０日　まで

（株）押田建築設計事務所の役員
が富山県立山町発注のオートキャ
ンプ場整備実施設計業務等の指名
競争入札に関し、令和６年１月２３
日に官製談合防止法違反及び公契
約関係競売入札妨害の容疑で逮捕
された。

山県市建設工事請負契約に係る
入札参加資格停止等措置要領第２
条第１項及び別表第２第４号の規
定に基づき、入札参加資格の停止
措置を講じる。

大成建設（株）岐阜営業
所

岐阜市金宝町２ー８　マイル
ストーンズ

令和６年６月２４日　から
令和６年８月２３日　まで

大成建設（株）が共同企業体として
東海旅客鉄道（株）から受注した中
央新幹線南アルプストンネル新設
（山梨工区）工事において、令和５
年４月１８日に下請会社の作業員
が負傷した事故について、所轄の
鰍沢労働基準監督署長に遅滞なく
提出しなければならない労働者死
傷病報告書を、下請会社が令和５
年７月４日まで提出せず、大成建設
（株）の社員もこれに関与した。この
ことについて、同社員が労働安全
衛生法違反により、令和６年３月２
６日に鰍沢簡易裁判所から罰金刑
の略式命令を受けた。

山県市建設工事請負契約に係る
入札参加資格停止等措置要領第２
条第１項及び別表第２第６号の規
定に基づき、入札参加資格の停止
措置を講じる。

（株）ＪＴＢ岐阜支店 岐阜市吉野町6-16　大同生
命廣瀬ビル２Ｆ

令和６年６月２４日　から
令和６年１１月２３日　まで

（株）JTBが、青森市が発注する新
型コロナウイルス感染症患者移送
業務の入札において、独占禁止法
に違反する行為を行っていたとし
て、令和6年5月30日に公正取引委
員会から排除措置命令を受けた。

山県市建設工事請負契約に係る
入札参加資格停止等措置要領第２
条第１項及び別表第２第２号の規
定に基づき、入札参加資格の停止
措置を講じる。

名鉄観光サービス（株）
岐阜支店

岐阜市神田町7-1　MCビル2
階

令和６年６月２４日　から
令和６年１１月２３日　まで

名鉄観光サービス（株）が、青森市
が発注する新型コロナウイルス感
染症患者移送業務の入札におい
て、独占禁止法に違反する行為を
行っていたとして、令和6年5月30日
に公正取引委員会から排除措置命
令を受けた。

山県市建設工事請負契約に係る
入札参加資格停止等措置要領第２
条第１項及び別表第２第２号の規
定に基づき、入札参加資格の停止
措置を講じる。
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業　者　名 所　在　地 入札参加資格停止の期間 入札参加資格停止理由 対　　　応

メーキュー（株） 名古屋市守山区下志段味三
丁目2302番地

令和６年６月２４日　から
令和６年１１月２３日　まで

メーキュー（株）が、名古屋市が発
注した中学校スクールランチ調理
等業務の入札に対し、ブロックごと
に既存業者が受注できるよう調整
し、競争を実質的に制限したとし
て、公正取引委員会から令和６年５
月２２日に、独占禁止法第３条（不
当な取引制限の禁止）違反で排除
措置命令及び課徴金納付命令を受
けた。

山県市建設工事請負契約に係る
入札参加資格停止等措置要領第２
条第１項及び別表第２第２号の規
定に基づき、入札参加資格の停止
措置を講じる。

（株）魚国総本社　名古
屋本部

愛知県刈谷市東新町５－１１
８

令和６年６月２４日　から
令和６年１１月２３日　まで

（株）魚国総本社が、名古屋市が発
注した中学校スクールランチ調理
等業務の入札に対し、ブロックごと
に既存業者が受注できるよう調整
し、競争を実質的に制限したとし
て、公正取引委員会から令和６年５
月２２日に、独占禁止法第３条（不
当な取引制限の禁止）違反で排除
措置命令及び課徴金納付命令を受
けた。

山県市建設工事請負契約に係る
入札参加資格停止等措置要領第２
条第１項及び別表第２第２号の規
定に基づき、入札参加資格の停止
措置を講じる。

葉隠勇進（株）中部支店 名古屋市中区丸の内３丁目７
番地１９号　法研中部ビル３
階

令和６年６月２４日　から
令和６年９月７日　まで

葉隠勇進（株）が、名古屋市が発注
した中学校スクールランチ調理等
業務の入札に対し、ブロックごとに
既存業者が受注できるよう調整し、
競争を実質的に制限したとして、公
正取引委員会から令和６年５月２２
日に、独占禁止法第３条（不当な取
引制限の禁止）違反で排除措置命
令及び課徴金納付命令を受けた。

山県市建設工事請負契約に係る
入札参加資格停止等措置要領第２
条第１項及び別表第２第２号の規
定に基づき、入札参加資格の停止
措置を講じる。なお、課徴金減免制
度適用事業者として公表されたた
め、短縮した措置期間を適用する。
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